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産業用蒸気タービンの運用法改善
EnergYSavingOperationfo‖ndustrialSteamTurbines

エネルギー事情が急激に悪化している現状で,資源のない我が国では省エネルギ

ーは重要な国策の一つである｡

このため,各業界ともエネルギーの有効活用を重点目標に取り組んでいるが,そ

の中で,プラントの動力i原として電力と蒸気を併給する発電プラントは,省エネル

ギーの対象としてi主目を浴びている｡特に,減量経済下で生産構成が変化しプラン

トの低効率運用が余儀なくされている現状では,タービンの効率改善,プラントの

余剰蒸気利用,タービンの出力アップなどにより,プラントの運用法の改善と同時

に,省エネルギーを図ることが急務とされている｡

この論文では,以上に着眼し既設発電設備の有効なi舌用方法の幾つかについて紹

介する｡

n 緒 言

省エネルギー策は,自家発電設備の規模,運用状況に応じ

検討の対象も変わるが,対象を的確にとらえ,かつ十分な検

討を行ない効果を見極めることが重要である｡

産業用タービンは,電力とプロセス蒸気をバランスのとれ

た状態でプラントへ供給していたものが,減量経i斉への移行

によリブロセス蒸気使用量がi成少し,その結果発電量が所要

電力量以下にi成少した｡このため,発電設備の蒸気,電力併

給バランスが崩れ,70ラント運用上低効率,低発電などの問

題が生ずる｡

プラントへエネルギーを供給している部門では,既設備を

最大限に活用できる案として,

(1)タービンの効率の改善

(2)余剰蒸気の動力回収

(3)発電能力の増強

(4)プラントの運転条件の変更

などに着目し,省エネルギーに取り組む必要がある｡

これらの着想に対し,

(1)定格負荷,あるいは部分負荷での効率改善,また,2≠言

あるいはそれ以上のタービンで一最適な負荷配分を設定し,運

用負荷の増大を図る｡

(2)子昆圧タービン,又は低圧タービンを設置し,余剰蒸気の

活用を図る｡あるいは小形タービンを新設し,既設電動機の

運用を切り替える｡

(3)蒸気条件,あるいはプロセス蒸気圧力の変更運用に対応

し,タービン出力の増加を図る｡

など,省エネルギ】策が容易に実現できる手法を取り上げ,

改造内容,効果の考え方などについて概説する｡

囚 タービンの効率改善

タービンの効率改善は,直接運転コスト(燃料,買電量)の

低減につながり,省エネルギーの中七､も簡便な手法である｡

改善のポイントはプラントの運転状況にもよるが,定格負荷

での効率向上,又はプラントが既に長期にわたり部分負荷運
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転となっている場合での効率向上が考えられる｡

2.1定格負荷時の改善1)

定期点検で機器が予防保全され,建設時期の古いタービン

でも安全に運用されているが,効率はその間経年的に劣化し

ているのが実態である｡

この場合には,定格出力で常時運用され,かつ比較的大き

い容量をもっているタービンが対象になる｡効率改善は,図

1に示すようにノズル及びブレードを高効率のプロファイル

へ変更し,ラビリンスパッキン及びダイアフラムのパッキン

間隙を適正値に復帰し,蒸気の漏れを減少することなどを組

み合わせることで可能である｡改造の範囲は,高圧･中庄段

落ダイアフラム及びブレードの新製交換,並びにパッキンを
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図l 定格負荷時の効率改善手法 蒸気タービンの内部効率は,高性

能改良翼の使用.間隙調整などにより2-4%向上できる(部分負荷の場合も

向上する)｡
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新製し適正な間隙に設定する｡この方式を検討するとき,現

状運転の性能レベルの確認,定期点検時のパッキン類の間隙

記喜郎雀認が必要である｡改善の効果は,改造範囲にもよるが

2～4%程度期待することができる｡

2.2 部分負荷時の改善2)

ほとんどのタービンは,プラントへ電力,プロセス蒸気を

併給する発電方式で高効率で運用するように計画されている

が,減量経済への移行により電気負荷のバランスが崩れ,タ

ービンは低効率部分負荷運転を余儀なくされている｡この状

態で,若し電力デマンドが緊迫し買電単価が高価であると,

運転期間が長いほど多量のエネルギーをむだに消費すること

になるので,タービンの部分負荷時の効率改善によ-),プラ

ントの高効率運用への回復が省エネルギーとして効果がある｡

蒸気タービンは調整段落以外の段落のスチームパスが一定

であるので,部分負荷に応じ調整段落以降の段落圧力か低下

する結果,各段落の適正な圧力配分が崩れタ】ビン効率が低

下する｡この圧力配分を,部分負荷時で定格負荷時と同じよ

うに配分すれば,図2(a)に示すように定格負荷時とほぼ同じ

効率を達成することができる｡効率改善は,予想される部分

負荷が低いほど大きく期待できるので,運用パターンを正確

に設定しなければならない｡

改造は図2(b)に示すように,スチームバスの変更でダイア

フラムのノズル入口部に閉塞板を溶接する方法と,同じもの

を新製するものと二通りある｡一般に通用可能なタ【ビンの

種類ないしセクションは,背庄タービン,柚気背圧タービン,

復水タービン及び柚気復水タービンのイ氏庄セクションを除く

セクショ ンである｡

注:A(改造前)

B(改造後)
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図2 部分負荷時の効率改善手法 スチームバスの調整(減少)により

段落圧力配分を適性にし,効率を向上させる｡低負荷に対しより効果的である｡
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図3 最適負荷配分の効果 複数の蒸気タービンに対L,例えば総主蒸

気流量及び総プロセス抽気i一定の条件で.それぞれのタービンの抽気量配分

を適性にL.最大の総発電量を得ることができる｡

これまでの改造実績で最も効果のあった例では,35MW才由気

背圧タービンに対し,2,000～3,000kWの出力利得が得られた｡

2.3 最適負荷配分による改善

経i角運転に適したタービンが,2子iあるいはそれ以上設置

されているE㌢豪発設備で,ひとたび運転パターンが崩れると

最適効率の運用にはならない｡図32)の例で示すように,柚

気背圧タービンと2段抽気復水タービンのように形式の異な

るタービンでプロセス系統が共通してし､る場ノ告,各々のター

ビンの稚気系,排気系の蒸気量の分‡旦を再配分することによ

り,プロセス蒸気量に対しそれぞれのタービンの総発電量が

最大となる運転を新しく設定することができる｡この手法は,

各々のタービン特性を把握するだけで費用もかけずに設定す

ることができ,運転コストの低減が図れる｡

2千丁を超えるターービンの場合は,運用組合せの二大元も増え

るグ)で,コンヒュ≠タにより負荷配分を制j卸することになる｡

2≠了のタービンでプロセス蒸気量がi成少した場合,少なく

とも1≠iのタービンは最適負荷運転とはならず,低効率の部

分負荷運転となる｡これは,先に述べた部分負荷時の効率改

善が適用でき,プロセス蒸気の低下量に応じて最適負荷配分

と併用しながら,発電設備の高効率運用を図ることも可能で

ある｡

臣】 余剰蒸気の活用

プラントの近代化,あるいは生産方式の改善などによI),

既設備のプロセス蒸気の使用量二が減りその分,余力となる｡

また,生産プロセスのrいで廃熱i原を有効活用することで新た

な英気i悼も得られる｡これらの余剰蒸気は,各業界の操業度

によって量もまちまちであるが,このエネルギーを有効に動
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力として回収することは,省エネルギー方策として有効である｡

動力は電力又はポンプ,圧縮機などの動力として回収する

か,あるいは既設備の電動機を蒸気タービン駆動方式へ変更

することも可能で適用範囲も幅広い｡しかし,余剰蒸気のエ

ネルギー量によってはその範囲も限定されるので,余剰蒸気

の条件を的確に把握しなければならない｡

3.1 混圧タービン

重油ボイラからの高圧蒸気と回収ボイラからの中･低圧蒸

気とを組み合わせた混圧タービンは,従来建設されたケース

であり,中･低圧蒸気はプラントの廃熱源を有効活用したも

のである｡

省エネルギーを志向するとき,既設プラントの運用によっ

て余剰プロセス蒸気を有効活用した混庄タービンも当然考え

られ,これは熱源側の建設費が伴わないので混庄タービンを

より有効に適用することができる｡この場合,余剰蒸気の特

性,すなわち蒸気条件,蒸気量か発電量を決定するので,こ

れらの条件をプラントの事情から明確にしておく必要かある｡

適用の方法は,混庄タービンを新設するもの,あるいは既設

才由気系のタービンをi昆庄タービンとして流用するなどの応用

が考えられる｡

図4に示す応用例は,高･低圧蒸気源として共にプロセス

余剰蒸気を活用した実例で,運用法に柔軟性をもたせるため

混庄,柚気兼用で計画してある｡なお混圧タービンは制御要

素が多いため,制御性の優れた電子式ガバナが使用される｡

また,この方式は将来の運転の省力化,自動化への対応が容

易である｡

3.2 イ氏圧タービン

プロセス操業度の低下による中･低圧の使用蒸気鼠の手械少

に伴う余剰蒸気の発生,あるいはプラントの廃熱を利用して

発生させるイ氏庄蒸気源は3～10kg/cm2系が多い｡それらの蒸

気は,従来は動プJ回収以外の目的に利用されるか,あるいは

廃棄されていたが,これらの蒸気を動力として回収する目的

に利用されるのが低圧タービンである｡低圧タービンの特徴

としてはタービン形士〔は復水式か主流.であり,蒸気の圧力や

～且度が低いため,蒸気の容積が人きくなり蒸気弁の口径が大

きくなる｡吏に,蒸気の湿りによるドレン浸食の問題,ある

いは大容量タービンでは最終段落翼長が長くなるなどの問題

があるが,現在の技術レベルで十分対処することができる｡

また,これらの蒸気振は一般に安価であるため,その蒸気

源で動力を回収すればするはど,タービン設置のメリ ットが
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区14 混庄タービンの実施例 プロセスでのイ吏用蒸気の減少は,発電量

の三成少を招く｡このプロセス蒸気による混圧タービンの設置は,総発電量の大

幅増のほかに.トップタービンの高効率運転というメリットを生む｡
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図5 低圧タービンの適用例 図4の例と同じく.余剰蒸気の利用及び

廃熱回収による低圧蒸気を有効に利用し,低コストの発電及び省エネルギーが

可能となる｡

出てくる｡図5に低圧タービンの適用例を示す｡ごみ焼却プ

ラント発電設備用タービン,地熱利用蒸気タービンなども,

低I主タ"ビンの部類に属する｡

3.3 電動司幾の蒸気タービンへの切替

余剰蒸気のエネルギーによっては回収動力レト容量とな-り,

発電設備などの大形システムへの応用にもおのずと限界があ

る｡しかし,小容量のものは既設の電動機駆動方式で運用し

ているポンプ,フアン,圧縮機などの動力を蒸気タービンに

切I)替えることが可能である｡この方式は前述の低圧タ∬ビ

ンと異なり,直接所内動力を確保し買電電力を節減する省エ

ネルギーである｡プラントの運用状態を十分確認し,余剰蒸

気量を集約することできめ細かい応用ができるので,条件の

設定を明確にすることが大切である｡

田 運用方法変更への対応

既設の自家発電設備も,生産プロセスの合理化あるいは生

産量の変化などにより,プロセスのエネルギー需要が変化し,

タービンの抽気圧力,排気圧力など運転条件の変更を伴う場

合がある｡

この場合,既設夕廿ビンの使用限界を確認し可能な範囲で

対応することになるが,一部の改造によってタービンを広い

範囲で運用可能とすることができる｡

例えば,プロセス蒸気に余裕がある場合には,タⅦビンの

出力増加を図り,また,プロセスの蒸気圧力を現二状より下げる

ことがプラント運用上可能な場合は,摘気圧力,排気圧力の

設定値を変更し,タービンの出力増加を期待することができる｡

復水タ▼ビンでは,復水器に多量の潜熱を捨てるため,発

電コストが高くなる条件では復水タービンによる発電を中止

する場合がある｡例えば,才由気復水タービンの場合の復水セ

クションの最少流量運転ないし撤去である｡後者は,抽気復

水夕一ビンの背圧タービンないし柚気背庄タービンへの改造

である｡この場合,減少した発電量は,相対的に安価となる

買電,又は発電単価の安価である前章の例で述べたような他

の発電設備の設置などで補うことになる｡

4,1 タービンの出力アップ

この項で述べる出力アップは,4,3項の場合と異なり,主に

既設タービンのスチームバスの増加により主蒸気i充量を増量

させ,出力アップを図る方法で,既設タービンのスチームバ

ス部強度及びスペース的裕度が出力アップの量を決定するポ
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イントとなる｡すなわち,強度面ではノズル高さ及び動巽長

を大きくするため,ダイアフラムの曲げ応力,変形,動巽の

曲げ応力及び振動応力の許容限界の確認が,またスペース的

には,翼高方向のスペース,ダイアフラム,動翼などの強度

の不足を補うための段落スペースの余裕の確認が必要である｡

したがって,通常タービンは標準設計法に基づき設計され

るため,既設のタービンの裕度はそれぞれ異なるが,出力ア

ップの目安は最大10%程度である｡また出力アップ可能な場

合でも,既設タービンの裕度により改造コストは大幅に変化

することがある｡これは上記した内容に関する問題などのほ

かに,プラントを構成する配管系の問題が絡む場合があるか

らである｡

図6は,上記とは異なりプロセスでの使用蒸気が減少し,

そのためタービンの流入蒸気量の減少に伴い発生出力が減少

した背庄タービンの例を示すものであるが,図示のように排

気系統に別の蒸気消費機器を設置し,タービンの出力アップ

を図るケースである｡これは3.2項の低圧タービン設置のケー

スに類似のものである｡

4.2 プロセス蒸気圧の変更

プロセス側の運用に応じ許容できる範囲で,タービンの抽･

排気系の圧力に変化が生じた場合,タービンの各セクション

の熱落差に変化が生ずる｡この変化が排気圧力の低下,又は

抽気圧力の変化が出力分担の小さいセクション方向への場

合,タービンの蒸気消費率が向上し出力の増加となる｡これ

は,プロセス蒸気を供給するタービン,すなわち背圧タービ

ン,抽気タービンに広く応用できる｡

ただし,抽･排気圧力の規定値からの偏差は,その部分に

近接するタービン段落のダイアフラム,ブレードなどのスチー

ムバスの強度,あるいは伸び差などの機械的設計要素に対し,

運用変更後支障のないように十分な検討が必要である｡制御

機構では,圧力調整機の調庄範囲の確認,変更,また過負荷に

対する加減弁開度の制限機構の改善,又は設置か必要である｡

一方,プロセス系統に対しては配管系の流速,安全弁,大

気放出弁の容量,減圧減塩装置の能力などのシステムのチェ

ックが必要となる｡

この運用法によるメリ､ソトは,4.2項と同じく上記の出力増

によるメリットとコストとのバランスにより評価される｡

4.3 タービン形式を変更しての運用

この方式の典型例は,図7に示すようにプロセスに蒸気を

併給し柚気復水形式で発電するタービン設ノ備を,背圧ないし

抽気背圧タービン形式に切り替えるものである｡この必要性

は,オイルボイラによる復水タービン形式の発電が原油価格

の高騰によりコストの急騰を招いたことに起因L,復水器へ

の潜熱廃棄のむだをf成少させることを目的とする｡この対応

策としては,復水セクションの最少流量(クーリング)運転,

タービン

発電機

(

ヽ

J
蒸気消費機器

プロセス

図6 タービン出力アップの手法 プロセス蒸気使用量の減少は,背

圧タービンの発電量の減少となる｡低圧タービンなどと同じく蒸気消費機器を

設置L.トップタービンの出力をアップできる｡
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①ロータ改造又は新製

②低圧セクションダイアプラム撤去
③低圧ラビりンスパッキン,ケース新製

図7 タービン形式変更応用例 復水発電がコスト高の場合の抜本的

解消法を示す｡復水セクションの実車を軸部に改造し,抽気復水タービンを抽

気背圧タービンにする方法である｡

又は前述の復水セクションの撤去(動巽除去,グランド部禾多

設)の2方法かある｡発電設備の運用条件しだいでは後者が抜

本的対応策であり,復水設備の動力削減などの二次的メリッ

トが生ずる｡

この手法の適用に際しては,制御機構の変更,伸び差など

の機械的設計要素の検討の必要性は4.2項の場合と同等であ

るか,グランド機構の移設及び軸振動の検討が新たに技術的

課題となる｡しかし,これらの問題は既存の設計技術の応用

で簡単に処理可能である｡

なお,この手法の改造後再度復帰の場合も配慮し,改造撤

収部品(低圧加減弁,ダイアフラムなど)及び復水設備を適切

に管理,保管することが肝要である｡

■l 結 言

経済情勢の変化により,遊休タービン,タービンの低効率

部分負荷運転,また低圧余剰蒸気,蒸気源となる廃熱ポテン

シャルなどの改善及び有効利用についてユーザーからの情報

が多数に上る昨今である｡

この論文では,これらに着目し蒸気,電力併給自家発プラ

ントの省エネルギー方法を蒸気タービンに限定し論じ,原動

機としての蒸気タービンがプラントの運用形態変更に対し極

めて柔軟性に富んだ対応が可能で,かつ顕著な効果のあるこ

とを実例を挙げ述べた｡これらの手法を最小のコストで最大

の効果を上げるよう計画することが最も重要である｡この論

文はこのような意味で大方の参考になれば幸いである｡
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